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（*1）「学術雑誌の価格上昇」：Library Journal(米国)によると、学術雑誌の価格は毎年約 7.8%上昇している。 
（*2）「JUSTICE（ジャスティス）」：我が国の 500 を超える大学図書館が参加し、電子ジャーナルをはじめとした学術情報
を、安定的・継続的に確保して提供するための活動を推進するコンソーシアム。Japan Alliance of University Library 










・ 「学術情報資源の安定確保に関する声明」（平成 17 年 11 月） 
http://www.janul.jp/j/news/seimei̲17̲11.pdf 
・ 「オープンアクセスに関する声明 ～新しい学術情報流通を目指して～」（平成 21 年 3 月） 
http://www.janul.jp/j/operations/requests/statement̲09̲03̲16.pdf 
・ 「【声明】学術情報資料に対する消費税軽減税率の適用を要望します」（平成 26 年 7 月） 
http://www.janul.jp/j/operations/requests/statement̲14̲07̲10.pdf 




・ 日本学術会議：学術フォーラム「危機に瀕する学術情報の現状とその将来」の開催（平成 29 年 5 月 18
日） http://www.scj.go.jp/ja/event/2017.html 
・ 国立大学協会：「国立大学における学術情報の状況及び課題に関するアンケート」の実施と結果の公表




 〒113-0033 東京都文京区本郷 7-3-1 




国 86 の国立大学、放送大学、5 つの大学共同利用機関、計 92 の図書館を会員として組織しています。 
 





出典：「学術情報基盤実態調査」平成 19 年度～平成 28 年度 


















平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27
国立大学の電子ジャーナル経費（推移）単位：100万円
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　■米国人大学生の論文をケニアで書く　論文代筆ビジネス、いまやグローバル産業に
　　　https://globe.asahi.com/article/12813245
　■令和元年台風第19号による図書館への影響
　　　https://current.ndl.go.jp/node/39264
　■英・ケンブリッジ大学出版局（CUP）、近刊学術書をオープンアクセス（OA）化するための
　　クラウドファンディングキャンペーンを開始
　　　https://current.ndl.go.jp/node/39385
　■科学技術振興機構（JST）、2019年度第1回J-STAGEセミナー「国際動向への対応：オープンアクセス
　　（Plan S）」の開催報告書を公開
　　　https://current.ndl.go.jp/node/39379
　■大学・研究図書館協会の国際的な連合体IARLA、Plan Sに対する声明を発表
　　　https://current.ndl.go.jp/node/39358
　■米・ノースカロライナ大学チャペルヒル校図書館、
　　SAGE社とオープンアクセス（OA）出版等に関する試験契約を締結
　　　https://current.ndl.go.jp/node/39384
